
防衛省訓令第９９号

非提供港湾施設の損失の補償に関する訓令を次のよう

に定める。

平成１９年８月２５日

防衛大臣 小池 百合子

非提供港湾施設の損失の補償に関する訓令

改正 令和２年１２月２８日 防衛省訓令第６７号

（通則）

第１条 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関する協定（以下「地

位協定」という。）第２５条の規定に基づき設置され

た合同委員会の合意（昭和３５年６月２３日付け第１

回合同委員会合意）により効力を有する「港湾取りき

め」（昭和２８年３月１２日付け第４４回旧合同委員

会合意）に基づく艦船による非提供港湾施設の無償使

用によって、その施設の所有者又は管理者が被る損失

の補償の処理については、この訓令に定めるところに



よる。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 艦船 合衆国軍隊の所有する軍艦及び船舶並

びに合衆国被用船舶（裸用船契約、航海用船契

約及び期間用船契約によるものをいい、一部用

船契約によるものは含まない。）をいう。

（２） 非提供港湾施設 港湾区域内にある泊地、岸

壁、けい船浮標、けい船くい、桟橋及び浮桟橋

並びに港湾法 (昭和２５年法律第２１８号 )第４

４条の２第１項の入港料を徴収する港湾区域を

いう。ただし、安全保障諸費で建設されたもの

並びに地位協定第２条により施設及び区域とし

て駐留軍に提供されたものを除く。

（３） 所有者又は管理者 次に掲げる者をいう。

ア 港湾法第２条第１項に規定する港湾管理者

イ 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７



号）第２５条第１項の規定により指定された

漁港管理者

ウ 港湾施設を所有する公社

エ その他港湾施設を所有する者

（損失の補償）

第３条 地方防衛局長（東海防衛支局長を含む。以下同

じ。）は、艦船が非提供港湾施設を使用した場合にお

いて、地位協定第５条第１項の規定に基づき、艦船が

入港料を課されないことにより非提供港湾施設の所有

者又は管理者が損失を被ったときは、その者の申請に

よりその損失を補償するものとする。

（損失補償の処理区分）

第４条 この訓令による補償は、１年を上半期（１月１

日から６月３０日まで）と下半期（７月１日から１２

月３１日まで）の２期分に分け、上半期のものについ

てはその年の７月１日から９月３０日まで、下半期の

ものについてはその翌年の１月１日から３月３１日ま

での間にそれぞれ処理するものとする。



（損失補償申請の手続）

第５条 地方防衛局長は、所有者又は管理者から損失補

償の請求があったときは、その所有者又は管理者に別

記第１号様式による非提供港湾施設損失補償申請書 (

以下「申請書」という。）を上半期のものについては

７月中に、下半期のものについては１月中に提出させ

るものとする。

２ 前項の申請書には、港湾施設の所在を示す図面、別

記第２号様式による港湾施設使用証明書（以下「証明

書」という。）、管理者が所有者と異なるときは管理

権を証明する書類等を添付させるものとする。

（補償調書の作成及び損失補償額の算定）

第６条 地方防衛局長は、前条第１項の規定により申請

書を提出させたときは、その申請書に基づき、その内

容を調査して補償の範囲を定め、別記第３号様式によ

る非提供港湾施設損失補償調書（以下「補償調書」と

いう。）を作成し、これに基づき損失補償額を次条の

規定により算出するものとする。ただし、その艦船が



商業貨物又は商用客を混載しているときの使用料は、

商業貨物（商用客を含む。）の総積載貨物に対する比

率で減額する。この場合において、商用客１人は、２

０トン（キロトン）として計算するものとする。

（使用料）

第７条 総トン数をもって表示された船舶の使用料の算

定は、次の各号に定めるところによる。

（１） 第２条第３号アに掲げる者の管理する港湾施

設については、港湾法第４４条第１項の料金及

び同法第４４条の２第１項の入港料

（２） 第２条第３号イに掲げる者の管理する港湾施

設については、その漁港管理者の定める使用料。

ただし、使用料の定めのないときは、第４号た

だし書の規定に準じて算定した適正な額とする。

（３） 第２条第３号ウに掲げる者の所有する港湾施

設については、その公社の定める使用料

（４） 第２条第３号エに掲げる者の所有する港湾施

設については、その所有者が一般に使用させる



ため定めた使用料。ただし、近傍港湾施設の使

用料に比し著しく高額に定められているとき、

又は使用料の定めのないときは、その施設の減

価償却費、維持修理費、管理費、固定資産税、

適正な利潤、営業収支、艦船の当該施設使用総

船舶に対する比率、近傍港湾施設の使用料等を

勘案して算定した適正な額とする。

２ 排水トン数のみをもって表示された艦船の使用料は、

その艦船の排水トン数の１割増を総トン数とみなして

前項の規定により算定する。

（損失補償額の決定）

第８条 地方防衛局長は、前２条の規定により損失補償

額を算定したときは、必要に応じ、防衛施設地方審議

会に諮問（東海防衛支局の事務に係る諮問は、近畿中

部防衛局長が行う。）の上、損失補償額を決定するも

のとする。

（損失補償契約）

第９条 地方防衛局長は、前条の規定により損失補償額



を決定したときは、遅滞なく、別記第４号様式による

非提供港湾施設損失補償契約書を作成し、その所有者

又は管理者と補償契約を締結するものとする。

（異議がある場合の処置）

第１０条 地方防衛局長は、所有者又は管理者が損失補

償額に異議があって、前条の補償契約が締結できない

ときは、その所有者又は管理者に別記第５号様式によ

る非提供港湾施設損失補償額再審査要求書（以下「再

審査要求書」という。）を提出させるものとする。

２ 地方防衛局長は、前項の規定により再審査要求書を

提出させたときは、改めて書類審査又は実地調査をし、

損失補償額に修正の必要を認めたときは、再審査要求

書、申請書、補償調書等の関係書類の写しに地方防衛

局長の意見を付して防衛大臣に送付しなければならな

い。

３ 防衛大臣は、前項の規定による再審査要求関係書類

の送付を受けたときは、その内容を審査し、損失補償

額を決定し、地方防衛局長に通知するものとする。



４ 地方防衛局長は、前項の規定による通知を受けたと

きは、再審査の要求をした者に通知した後、前条の規

定に準じて処理しなければならない。

（協議）

第１１条 地方防衛局長は、特殊異例にわたるものの処

理については、防衛大臣に協議しなければならない。

２ 地方防衛局長は、前項に定めるもののほか、第２条

第３号エに掲げる者に係る事案の処理については、第

８条の規定による諮問に先立ち、地方協力局長に協議

しなければならない。

(委任規定）

第１２条 この訓令の実施に関し必要な事項は、地方協

力局長が定める。

附 則

この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則（令和２年１２月２８日省訓第６７号）（

抄）

（施行期日）



１ この訓令は、令和２年１２月２８日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。

（１）・（２）（略）

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前

の様式（次項において「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この訓令による改正後の様式に

よるものとみなす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙につ

いては、当分の間、これを取り繕って使用することが

できる。



別記第１号様式（第５条関係）
非 提 供 港 湾 施 設 損 失 補 償 申 請 書

令和 年 月 日
防衛局長

殿
東海防衛支局長

申請者 住 所
氏 名

当局（又は当社）所有（又は管理）の港湾施設が駐留軍の艦船の使用によって下記の損失を受けたのでその損失を補償された
く申請する。

記
１ 使 用 期 間
２ 港湾施設所在地
３ 請 求 金 額 金 円

艦 船 別 内 訳 表

整 金 額
施 総トン数又

理 延べ使用
設 艦 船 名 船 種 別 使用開始月日 は換算され

番 時 間 数 計
名 た総トン数

号

計
記載要領

１ 船種別欄には、軍艦、軍用船及び被用船の別を記入すること。
２ 排水トン数のみをもって表示された艦船については、その排水トン数の１割増を換算された総トン数として総トン数又は
換算された総トン数欄に記入すること。

３ 金額欄は、単価の種類により適宜増減すること。



別記第２号様式（第５条関係）

Ｃertificate of Ｄocking

（港湾施設使用証明書）

Ｎame of pier or buoy：

Ｃlassification（check appropriate one）

warship Ｏther public vessel（transport，etc．）

Ｕnder the control of the Ｕnited

chartered vessel

Ｓtates for official purposes

Ｇross tonnage（Ｇ／Ｔ）：

Ｄisplacement tonnage（Ｄ／Ｔ）：

Ｄate of arrival：

Ｅxpected period of using pier or buoy（total hours）

Ｆrom Ｔo （ ）

Ｓignature：

（Ｃaptain）

Ｄate：



別記第３号様式（第６条関係）
調書作成担当者 官職・氏名

防衛局 令和 年 月 日調査
東海防衛支局 非 提 供 港 湾 施 設 損 失 補 償 調 書

整理番号 令和 年 月 日支出
港 湾 施 設 所 在 地
所有者又は

住 所 氏 名
管理者の
補 償 契 約 始 期 その他の
補 償 契 約 終 期 参考事項
総 支 払 金 額

内 訳 表

岸 壁 浮 標
単 価 単 価

延べ総トン数 金 額 延 べ 隻 数 金 額
金 額 時間・トン数 金 額 時間・トン数

計
総 計
注： 岸壁、浮標以外の港湾施設に関する申請書を受理したときは、同様の様式で作成すること。



別記第４号様式（第９条関係）

非提供港湾施設損失補償契約書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国にある

アメリカ合衆国の軍隊の公務のため運航される合衆国の艦船による非提供港湾施設の

無償使用によって生じた損失につき、 を甲とし、国を乙とし、甲乙間におい

て次の条項により非提供港湾施設損失補償契約を締結する。

第１条 損失補償の対象である港湾施設は、次のとおりである。

ア 施設名

イ 所在地

ウ 所有者又は管理者の住所氏名

第２条 この契約による損失補償金は、令和 年 月 日から令和 年

月 日までの港湾施設の損失の補償である。

第３条 乙は、港湾施設の損失を補償するため次の金額を甲に支払う。

金額

第４条 第３条の補償金額は、甲の支払要求のあった後30日以内に乙の指定する場所

において支払う。

２ 乙は、30日以内に補償金額を支払わなかつたときは、政府契約の支払遅延防止等

に関する法律（昭和24年法律第256号）の支払遅延利息を甲に支払うものとする。

３ 前項の遅延利息は、同法に基づき、財務省告示の定める利率による。

第５条 甲は、第２条に定める期間についての損失補償に関しては、第３条に定めら

れた補償金額以外は、将来において一切補償請求を行わない。

第６条 この契約に関し、当事者間に疑義を生じたときは、甲乙協議して決定する。

この契約を証するため、契約書２通を作成し、それぞれ記名押印の上甲乙各１通を

保有する。

令和 年 月 日

甲 住 所

氏 名 ○印

乙 国

支出負担行為担当官

官 職

氏 名 ○印



別記第５号様式（第１０条関係）

令和 年 月 日

防衛局長
殿

東海防衛支局長

再審査要求者の住所・氏名

非提供港湾施設損失補償額再審査要求書

令和 年 月 日付け 発第 号をもって通知された非提供港湾施設

に関する補償額は、少額に失すると思われるので再審査を要求する。

記

１ 港湾施設名

２ 港湾施設の所在地

３ 通知された補償額

４ 再審査を要する理由

５ その他参考となる事項


